
平 成 1 3 年 1 2 月 2 0 日

国 土 交 通 省 鉄 道 局

平成１４年度予算に向けた鉄道関係公共事業の

事業評価結果及び概要について

（財務省原案内示時点）

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を

図るため、新規採択時評価を実施していますが、平成１４年度

予算（案）において、新たに事業費を予算化する２事業につい

て、費用対効果分析を含め総合的な評価を行い、その評価結果

及び採択箇所等を、評価手法等とともに公表しますのでお知ら

せします。

新規箇所数総括表

事 業 新規箇所数

補助事業 ２

都市・幹線鉄道整備事業 ２

合 計 ２

【問い合わせ先】

鉄道局都市鉄道課（内線 40412）

直通 03-5253-8534

貨物鉄道室（内線 40662）

直通 03-5253-8544

鉄道企画室（内線 40172）

直通 03-5253-8526

代表 03-5253-8111



【都市・幹線鉄道整備事業】

事 業 名
事業主体 総便益

（億円）
便益の主な根拠

成田新高速鉄道アクセス事業
印旛日本医大～成田空港（19．1㎞）
（千葉県）

1,286 2,182
平成22年度の目標需要
　　　　　　　37,400人／日

923 2.4
新駅設置に伴う土地利用の高度化、成田
市及び千葉ニュータウンからなる業務核
都市の一体性の向上等

山陽線鉄道貨物輸送力増強事業
吹田信号場～門司貨物駅（574．4㎞）
（大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、
山口県、福岡県）

44 94

平成19年度の本事業実施区間
における鉄道コンテナ輸送に
対する需要量
　 　　　　　565万トン／年

47 2.0

新規事業採択時評価結果一覧表

総事業費
（億円）

便益（Ｂ） 費用
（Ｃ）
（億円）

Ｂ／Ｃ その他の指標による評価



新規事業採択時評価の結果

【ニュータウン鉄道等整備事業】 平成13年12月20日

事業名 成田新高速鉄道アクセス事業

千葉県成田市、印旛郡 等 第三セクター所在地 事業主体

印旛日本医大～成田空港間(19.1㎞)を新線整備するとともに、既設路線で事業概要

ある北総・公団線高砂～印旛日本医大間(32.3㎞)を改良し、都心～空港間

を３６分で結ぶ。

平成14～21年度 1,286億円事業期間 総事業費

国際競争力のある世界都市の形成に必要な交通基盤整備の一環として、世

界の玄関口となる首都圏の国際拠点である成田空港の機能の充実を図るた目的・必要性

め、鉄道アクセスを改善することにより、空港利用者の利便を確保すると

ともに、地域の活性化等を推進する。

平成22年度の目標需要 37,400人／日評価の基となる

需要予測

建設費、用地費等貨幣換算した主要な費用

費

利用者便益（時間短縮、費用節減 、供給者便益、環境等改用 貨幣換算した主要な便益 ）

費 善便益便

平成14年度用 益 費用の生じる時期

平成22年度対 分 効果の生じる時期

析 4％ 平成13年度効 社会的割引率 現在価値化の基準年度

923億円 2,182億円果 総費用 総便益

2.4 1,259億円 11.4％分 Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

析 なし定量的・定性的に

考慮した費用

土地利用改善効果、地域経済効果定量的・定性的に

考慮した効果

千葉県を中心とする成田新高速鉄道事業化推進検討委員会に地元等との調整状況

おいて、事業化について関係者間で合意されている。また、地域開発戦略との整合性

地元も本路線の整備を長年にわたり強く要望活動を行ってい等

る。

平成12年の運輸政策審議会の答申において、整備目標年次で

ある平成27年までに開業することが適当である路線に位置付

けられており、整合性は十分図られている。

都心から国際的な拠点空港までの所要時間が短縮し、空港利事業実施によるメリット

用者の利便性が向上するほか、空港機能の向上、地域の活性・デメリット

化等の効果が生じるとともに、国際交流ネットワークの拡充

により、国際的な人的・物的交流が促進される。

平成14年度事業許可取得、平成22年度営業開始予定日程・手続

地元自治体等から強い要望がある。関係者の意見等

備考



新規事業採択時評価の結果

【幹線鉄道等活性化事業】 平成13年12月20日

事業名 山陽線鉄道貨物輸送力増強事業

大阪府 兵庫県 岡山県 広島県 第三セクター所在地 事業主体、 、 、 、

山口県、福岡県

東海道線・山陽線（吹田信号場～門司貨物駅間）において、コンテナ貨物列事業概要

車の長編成走行化（1,300トン）を図る上で制約要因となっている変電設備等

の増強工事や、待避線の延伸工事を実施する。

平成１４～１８年度 44億円事業期間 総事業費

わが国における幹線物流の大動脈を成す山陽線の鉄道貨物輸送について、コ目的・必要性

ンテナ貨物列車の長編成化への対応等の輸送力増強を図ることにより、荷主

ニーズに対応した優れた鉄道貨物輸送サービスの提供（東京・福岡間など長

距離・深夜帯発列車を中心とした輸送サービスの拡充）を可能にするととも

に、鉄道貨物輸送へのモーダルシフトを推進する。

本事業実施区間における鉄道コンテナ輸送に対する需要量評価の基となる

565万トン／年（平成１９年度）需要予測

建設費、用地費等貨幣換算した主要な費用

費

用 利用者便益、供給者便益、環境等改善便益貨幣換算した主要な便益

費 便

益 平成１４年度用 費用の生じる時期

分 平成１９年度対 効果の生じる時期

析 4％ 平成１３年度効 社会的割引率 現在価値化の基準年度

47億円 94億円果 総費用 総便益

2.0 47億円 9.0%分 Ｂ／Ｃ Ｂ－Ｃ ＥＩＲＲ

析 なし定量的・定性的に

考慮した費用

なし定量的・定性的に

考慮した効果

事業主体として想定している第三セクター会社及びＪＲ貨物と、地元等との調整状況

線路保有主体であるＪＲ西日本との間の協議により、詳細な事業地域開発戦略との整合性

計画を策定予定。等

荷主ニーズの高い貨物列車ダイヤにおける輸送サービスの拡充が事業実施によるメリット

可能となり、ＪＲ貨物の経営基盤強化とともに 「新総合物流施・デメリット 、

策大綱 （平成13年７月６日閣議決定）に掲げられた物流政策の」

主要課題であるモーダルシフト推進に寄与する。

平成14年度工事着手、平成18年度完成予定日程・手続

関係者の意見等

備考



新 規 事 業 採 択 時 の 評 価 に つ い て

目 的
鉄道関係公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るた
め、事業の必要性や効果等について、費用対効果分析（費用便益比：Ｂ／Ｃ）
を含め総合的な評価を実施するものである。

□事業評価の基本的体系

鉄道関係公共事業の 需要動向分析
総合的・体系的評価

財務分析
・費用便益分析（貨幣換算
による定量的評価）

費用対効果分析 ・定量的評価（物理量等数
値ﾃﾞｰﾀに基づく評価
・定性的評価

地元との調整状況

地域開発戦略との整合性等

評価の手法
□事業特性に応じた評価手法を策定し、評価を行っている。

マ ニ ュ ア ル 名 事 業 名

鉄道プロジェクト費用対効果分析 都市・幹線鉄道整備事業
マニュアル９９

幹線鉄道等活性化事業

地下高速鉄道整備事業

ニュータウン鉄道等整備事業

新幹線鉄道プロジェクト費用対効 新幹線鉄道整備事業
果分析マニュアル９９

都市・幹線鉄道整備事業

（ 、鉄道プロジェクト費用対効果分析 地下高速鉄道整備事業 大規模改良工事
マニュアル９９補足版 耐震補強工事）

鉄道駅総合改善事業

鉄道駅総合改善事業（移動円滑化事業）

鉄道防災事業



【都市・幹線鉄道整備事業】

○鉄道の費用便益分析における便益（Ｂ）の考え方

旅 客 輸 送 貨 物 輸 送

利用者便益 □時間短縮便益 □輸送費用節減便益（併せて鉄道へのシ

□移動費用節減便益 フトによる時間価値の損失を考慮）

□旅客快適性改善便益（乗換等に解消

の場合に評価）

供給者便益 □当該事業者収益（プロジェクト実施 □当該事業者収益（プロジェクト実施

の場合と実施しない場合との交通サ の場合と実施しない場合との輸送サー

ービス供給者の利益の差） ビス供給者の利益の差）

□その他（事業によっては実施）

・補完／競合路線事業者収益

環境等改善 □局所的環境改善便益（ＮＯ 排出の削減）X

便益 □地球的環境改善便益（ＣＯ 排出の削減） 等２

○鉄道の費用便益分析における費用（Ｃ）の考え方

費析 建設投資額 □建設費

用上 □用地関係費（用地取得費、補償費） 等

便の

益費 維持改良費 □資産の寿命（当初予定した耐用年数より）を長期化さ

分用 ・再投資 せるための投資 等

費用便益分析の基本的数値の設定

１）計算期間の設定

建設期間に加えて開業年度から３０年及び５０年とする。

２）現在価値化の基準年度

現在価値化の基準年度は、評価を実施する年度とする。よって、新規採択時の費用便益分析におい

ては、建設開始年度の前年度となる。

３）社会的割引率

社会的割引率は４％とする。



【都市・幹線鉄道整備事業】

費 用 便 益 分 析 の 概 要

＜費 用＞ ＜便 益＞

建設投資額 維持改良費・ 総所要時 総費用の 当該事業者 補完・競合 ＮＯ ＣＯ のＸ、 ２

再投資費等 間の変化 変化 収益の変化 鉄道路線収 発生量の変化
建設費・用 益の変化 等
地関係費等

【ｗｉｔｈ（整備あり）ケース】 － 【ｗｉｔｈｏｕｔ（整備なし）ケース】

時間短縮 費用節減 当該事業者 競合・補完 局地的環境 地球的環境
便益 便益 収益 事業者収益 改善便益 改善便益

利用者便益 供給者便益 環境等改善便益

総 費 用 総 便 益

現 在 価 値 化

費 用 便 益 比 （Ｂ／Ｃ）※貨物鉄道事業を除く。

（純現在価値 （経済的内部収益率））



【貨物鉄道の整備】

費 用 便 益 分 析 の 概 要

＜費 用＞ ＜便 益＞

建設投資額 維持改良費・ 総費用の 総所要時間 当該事業者 ＮＯ ＣＯ の道路交通事故 Ｘ、 ２

再投資費等 変化 の変化 収益の変化 発生量の変化の変化
建設費・用 等
地関係費等

【ｗｉｔｈ（整備あり）ケース】 － 【ｗｉｔｈｏｕｔ（整備なし）ケース】

費用節減 時間価値 当該事業者 局地的環境 地球的環境交通事故削減
便益 の損失 収益 改善便益 改善便益便益

(注)

利用者便益 供給者便益 環境等改善便益

総 費 用 総 便 益

現 在 価 値 化

（注）利用輸送機関の変化（トラック→鉄道）に伴う輸送

費 用 便 益 比 （Ｂ／Ｃ）所要時間の増加分に係る時間価値の損失を考慮。

（純現在価値 （経済的内部収益率））




